
平
成
十
九
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、

五
回
の
補
正
を
行
い
、
前
年
度
か
ら
の
繰

越
事
業
費
を
合
わ
せ
た
総
額
は
、
二
百
六

十
億
五
千
二
十
一
万
二
千
円
と
な
り
ま
し

た
。 こ

れ
に
対
し
て
決
算
額
は
、
収
入
済
額

が
二
百
六
十
五
億
三
千
十
七
万
二
千
円
、

支
出
済
額
が
二
百
五
十
三
億
三
千
七
十
万

九
千
円
と
な
り
ま
し
た
。 

前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
収
入
が
四
％

の
増
額
、
支
出
が
三
・
九
％
の
増
額
と
な

り
ま
し
た
。 

市
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
は
、
収
入
の

根
幹
を
な
す
市
税
が
百
五
十
五
億
で
前
年

度
比
十
七
億
円
の
増
額
で
す
。
こ
れ
は
、

国
税
か
ら
地
方
税
へ
税
金
の
移
し
替
え
（
税

源
移
譲
）
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
な
ど
の
税

制
改
正
の
影
響
や
、
企
業
の
業
績
が
好
調

で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
法
人
市
民
税
が
増
額

し
た
こ
と
が
要
因
で
す
。 

自
主
財
源
総
額
は
、
百
八
十
八
億
円
で

前
年
度
比
十
九
億
円
の
増
額
で
す
。
こ
れ

は
、
市
税
が
大
き
く
増
額
し
た
こ
と
が
要

因
で
す
。 

一
方
、
依
存
財
源
総
額
は
、
七
十
七
億

円
で
前
年
度
比
九
億
円
の
減
額
で
す
。
こ

れ
は
、
三
位
一
体
改
革
に
よ
る
税
源
移
譲

の
暫
定
措
置
で
あ
る
所
得
譲
与
税
が
な
く

な
っ
た
こ
と
や
、
地
方
交
付
税
が
減
額
し

た
こ
と
が
要
因
で
す
。 

支
出
で
は
、
民
生
費
の
割
合
が
支
出
総

額
の
二
十
五
％
を
占
め
、
五
年
連
続
の
ト

ッ
プ
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
ど
も
医
療
、

児
童
手
当
の
拡
充
な
ど
少
子
化
に
対
応
し

た
施
策
に
力
を
注
い
だ
こ
と
や
、
医
療
給

付
の
増
加
に
伴
い
、
医
療
給
付
を
主
と
す

る
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
が
増
え
た
こ
と
、

福
祉
セ
ン
タ
ー
大
規
模
改
修
工
事
、
久
々

利
保
育
園
改
修
工
事
を
行
っ
た
こ
と
が
要

因
で
す
。 

ま
た
、
総
務
費
が
前
年
度
比
で
十
五
億

円
増
と
大
き
く
伸
び
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

庁
舎
増
改
築
耐
震
補
強
工
事
、
多
文
化
共

生
セ
ン
タ
ー
（
フ
レ
ビ
ア
）
の
建
設
を
行

っ
た
こ
と
や
、
将
来
の
大
き
な
負
担
と
な

る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
学
校
や
公
民
館
な

ど
の
施
設
改
修
の
た
め
、
新
た
に
創
設
し

た
公
共
施
設
整
備
基
金
に
積
立
を
行
っ
た

こ
と
が
要
因
で
す
。 

市
は
、市
民
の
皆
さ
ん
に
市
の
財
政
状
況
を
広
く
知
っ
て
も
ら
い
、市
政
を
理
解
し
て
い
た
だ
く
た
め
、毎
年
二
月
と
八
月
に
財
政

事
情
を
公
表
し
て
い
ま
す
。今
回
は
八
月
に
公
表
し
た
中
か
ら
、平
成
十
九
年
度
の
決
算
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

な
お
、決
算
に
つ
い
て
は
、議
会
の
認
定
を
経
て
確
定
し
ま
す
。 

少
子
化
施
策
を
重
点
的
に 

少
子
化
施
策
を
重
点
的
に 

こ
ど
も
医
療
・
児
童
手
当
の
拡
充 

依
存
財
源

 

自
主
財
源

 

市 税  
繰 越 金  
諸 収 入  
使 用料および手数料  
繰 入 金  
分 担金および負担金  
財 産 収 入  
寄 附 金  
市 債  
国 庫 支 出 金  
地 方 交 付 税  
地 方 譲 与 税  
県 支 出 金  
地 方 消 費 税 交 付 金  
地 方 特 例 交 付 金  
ゴルフ場利用税交付金 
自 動車取得税交付金  
利 子 割 交 付 金  
配 当 割 交 付 金  
株式等譲渡所得割交付金 
交通安全対策特別交付金 
　 合 計 　 　  

科　目 

154億5095万円 
11億2841万円 
7億8317万7千円 
3億6303万3千円 
6億4629万8千円 
2億9169万5千円 
1億6492万7千円 

95万1千円 
16億1690万円 

13億2068万6千円 
11億6529万6千円 
3億8592万1千円 
15億7097万9千円 
9億1006万3千円 
9948万3千円 

2億2959万9千円 
2億713万7千円 
7196万1千円 
6299万3千円 
4065万5千円 
1905万8千円 

265億3017万2千円 

決算額 

12.0％ 
3.4％ 
1.0％ 
△0.5％ 
83.4％ 
△7.4％ 
△32.5％ 
△89.6％ 
3.3％ 

△13.1％ 
△18.0％ 
△65.3％ 
50.3％ 
3.2％ 

△75.2％ 
4.8％ 
△4.8％ 
29.1％ 
14.2％ 
△14.3％ 
△1.0％ 
4.0％ 

前年度対比 

民 生 費  

総 務 費  

土 木 費  

教 育 費  

衛 生 費  

公 債 費  

消 防 費  

農 林 水 産 業 費  

商 工 費  

議 会 費  

労 働 費  

合 計  

科　目 

63億2195万1千円 

45億9302万7千円 

36億9092万円 

35億6052万1千円 

26億1370万6千円 

25億435万1千円 

9億7224万4千円 

5億5901万6千円 

2億4109万2千円 

2億3427万9千円 

3960万1千円 

253億3070万9千円 

決算額 

12.5％ 

48.8％ 

△12.1％ 

△16.0％ 

△2.1％ 

△2.2％ 

△1.1％ 

9.1％ 

4.0％ 

△7.4％ 

18.6％ 

3.9％ 

前年度対比 

国民健康保険事業 
（ 事 業 勘 定 ） 

老 人 保 健  
 
介 護 保 険  
（ 保 険 勘 定 ） 
公 共 下水道事業  
 
可児駅東土地区画 
整 理 事 業  
特 定 環 境 保 全  
公 共 下水道事業  

農業集落排水事業 
 

自家用工業用水道事業 
 
国民健康保険事業 
（ 直 診 勘 定 ） 
介 護 保 険  
（ サ ー ビ ス 勘 定 ） 

簡 易 水 道 事 業  
 
飲 料 水供給事業  
 
5 財 産 区（合計） 

会計名 

80億8928万4千円 

56億4906万3千円 

37億7276万7千円 

36億6991万1千円 

12億3670万5千円 

2億7403万円 

1億9255万9千円 

1億5878万5千円 

2050万9千円 

1664万4千円 

1153万円 

578万4千円 

3217万8千円 

収　入 

78億9225万3千円 

56億4311万8千円 

37億2089万5千円 

35億6503万8千円 

9億4550万7千円 

2億5289万8千円 

1億7829万1千円 

1億5080万9千円 

1721万2千円 

1664万4千円 

1068万3千円 

430万7千円 

2710万2千円 

支　出 

収入 支出 

自主財源 
71.0％ 

市税 
58.2％ 

地方譲与税 1.4％ 消防費 3.8％ 

公債費 9.9％ 

その他　12.1％ 
その他　4.2％ 

地方交付税 4.4％ 

国庫支出金 5.0％ 

市債 6.1％ 

その他 4.2％ 

使用料および手数料   1.4％ 

諸収入 2.9％ 

繰越金 4.3％ 

依存財源 
29.0％ 民生費 

25.0％ 

総務費 
18.1％ 

土木費 
14.6％ 

教育費 
14.1％ 

衛生費 
10.3％ 

固定資産税 
固有資産等
所在市町村
交付金除く 

市民税（個人） 

都市計画税 

市たばこ税 

軽自動車税 

合計 
135,165円 

合計 
135,165円 

民 生 費  

総 務 費  

土 木 費  

教 育 費  

そ の 他  

合計 
246,269円 

合計 
246,269円 

59,968円 

61,463円 

44,654円 

35,883円 

34,616円 

69,653円 

56,928円 

11,438円 

5,274円 

1,557円 

※20年３月31日現在の人口102,858人で算出。 

市の財政状況を公表します 市の財政状況を公表します 

市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
ま
す 

財
政
事
情
に
関
す
る
公
表 

一 般 会 計  平成19年度 一 般 会 計  平成19年度 市民1人当たりの市税収入 

市民1人当たりの支出 

市民1人当たりの市税収入 

平成19年度　特別会計 平成19年度　特別会計 

市民1人当たりの支出 
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市の財政状況を公表します 市の財政状況を公表します 

企
業
会
計
的
手
法
で
見
る 

財
政
状
況 

 

平成19年度行政コスト 
市民1人当たりの行政コスト 

市民1人当たりの行政目的別コスト 

人に掛かるコスト 
35,902円 

物に掛かるコスト 
78,920円 

移転支出的なコスト 
97,907円 

その他のコスト 
5,785円 

市
の
財
政
状
況
は
、
一
年
間
の
収
入
（
歳
入
）
と
支
出
（
歳
出
）
を
予
算
・
決
算
に
よ

り
示
し
て
公
表
し
て
い
ま
す
。 

そ
れ
を
企
業
会
計
的
に
見
た
状
況
を
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
、
資
産
や
負
債
な
ど
の
ス

ト
ッ
ク
状
況
に
関
す
る
情
報
を
明
ら
か
に
す
る
「
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
」
（
貸
借
対
照
表
）

と
、
企
業
会
計
の
損
益
計
算
書
に
相
当
す
る
「
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」
を
作
成
し
ま
し

た
。
こ
れ
ら
に
よ
り
、
別
の
角
度
か
ら
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

人件費など、行政サービスの担
い手である職員にかかるコス
トです。 

災害の復旧や借入金の
利子などに掛かったコ
ストです。 

施設の維持管理費や資産の減
価償却費など、市が行政サー
ビスを提供する際、必要とな
る物に掛かるコストです。 

高齢者や子ども、障がい
者への手当などの扶助
費や補助金、負担金とい
った、市からほかの団体
等に交付することによ
り効果がでるコストです。 

合計 
218,514円 

行財政改革でコストを抑制 
職員数の抑制をはじめとする行財政改革を通して行政
サービスを行い、コストの増加を抑えています。 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000（円） 

民生費 
児童、障がい者、高齢者などへ
の各種福祉サービス、医療費
に対する助成など 

教育費 
小・中学校教育、社会教育など 

土木費 
道路や公園維持管理など 

総務費 
庁舎などの維持管理、戸籍・住
民登録事務など 

衛生費 
ごみ処理、保健衛生業務など 

消防費 
消防や防災に関する業務 

農林水産費 
農業、林業の振興に関する業
務など 

その他 

4,821

6,673

4,554

13,285

6,635 15,975 25,153

9,314 25,793

3,194

21,437 13,250 39,241

31,653

2,630

5,413 50,444

60,678

40,956

2,543

1,339

7,942 9,465

7,149

10,0795,785

3,580

184

1,137

8922,705
2,432

697

人に掛かるコスト 

物に掛かるコスト 

移転支出的なコスト 

その他のコスト 

行政コスト 
計算書って 

資産を形成していくものを
除く行政サービスの提供に
掛かった費用を、行政コス
トといいます。そのコストと
その財源を、性質と目的別
で表したものが行政コスト
計算書です。各コストを人
口で割ることにより、1年間
に市民1人当たりどれだけ
のコストを要しているかを
知ることができます。 

バランスシートって 
市が保有する資産（道路や学
校、公民館など）の状況と、そ
れを形成している内容、また
負債がどのくらいあるかを一
覧で表しています。 

民生化費が 
最も高く 

少子高齢化や医療費の伸
びから、民生費が最も高く、 
次いで学校や公民館の維
持管理などから教育費が
高くなっています。 
コストの中身を見ると、目
的にそれぞれの扶助費や
補助金が多い、施設の維持
管理費が多いなど特徴が
あることが分かります。 

19年度末のバランスシートで
は、貸方の負債が全体の18％
にあたる260億2千万円。企業
会計で資本にあたる正味資産
が全体の82％となっているこ
とから、本市の資産形成には、
現在までの世代が約8割を負
担していることが分かります。
また、借方である資産では、庁
舎増築、学校給食センターの
整備などにより、有形固定資産
が9億4千万円増加し、資産全
体の90.0％を占め、固定資産
として蓄積されていることが
分かります。 

8億3千万円増加 

合 計  1,443億4千万円 合 計  1,443億4千万円 

正味資産 
（国・県の補助金、資産形成に 

使った一般財源など） 

1,183億3千万円 
 

流動負債 21億7千万円 

現金・預金のほか、必要な時にすぐ現
金化できる基金や、市税などでまだ
収入されていないお金の総額です。 

平成19年度末　　　　　　バランスシート 

投資など 69億7千万円 

流動資産 75億4千万円 

有形固定資産 
（学校、庁舎、道路、橋など） 

1,298億3千万円 

うち土地が 

599億2千万円 

昭和44年度以降の道路、学校、公民
館などの建設的な事業によって形成
された資産の価格の総額です。土地
は買った時の価格、その他は種類に
応じて減価償却（価値の見直し）をし
ています。 

借方（資産） 貸方（資本＋負債） 

関係団体への出資金や、使い道が特
定されている基金（市の貯金）など、
貯えているお金です。 

市が、道路、学校、公民館などを建設す
る財源として、国や銀行などからの借
入金（市債）の残高や、市の職員が年
度末に全員退職したと想定した場合
に支払う退職手当などです。 

市債のうち、翌年度に返済しなければ
ならないお金です。 

今まで学校や道路などを建設するた
めに使ったお金のうち、市税など市の
お金や国・県からの補助金などの総
額です。 

固定負債 
（市債・退職手当引当金など） 
238億4千万円 
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「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
市
の
財

政
状
況
を
判
断
す
る
た
め
の
「
健
全
化
判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比

率
」
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
公
表
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。 

1　平成１９年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率 

2　健全化比率等の対象について 

(1) 健全化判断比率 

指標の解説 

(2)資金不足比率(公営企業の資金不足(赤字)の状況を指標化したもの)

指標名 

経営健全化基準 公営企業会計 

早期健全化基準 財政再生基準 可児市の比率 

可児市の比率 

実質赤字比率 12.62％ 20％ － 
（赤字なし） 

水道事業会計、簡易水道事業特別会計 
公共下水道事業特別会計、特定環境
保全公共下水道事業特別会計、農業
集落排水事業特別会計 

 
－ 

（企業会計それぞれについて、
すべて資金不足額なし） 

20％ 

連結実質赤字比率 17.62％ 40％ － 
（赤字なし） 

実質公債費比率 25.0％ 35％ 8.6％ 

将来負担比率 350％ － － 
（将来負担額がマイナスとなる） 

一般会計等 
一般会計、飲料水供給事業特別会計 
自家用工業用水道事業特別会計、可児駅東土地
区画整理事業特別会計 

公営事業会計 
国民健康保険事業特別会計、介護保険特別会計、
老人保険事業特別会計 

公営企業会計 水道事業会計、公共下水道事業特別会計など 

一部事務組合・ 
広 域 連 合 

地方公社・第三セクター等 

可茂衛生施設利用組合、可茂消防事務組合、 
後期高齢者医療広域連合など（9組合1連合） 

土地開発公社、岐阜県信用保証協会 

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
が
そ
れ
ぞ
れ
の

基
準
を
超
え
る
と
自
治
体
に
は
一
定
の
ペ
ナ
ル

テ
ィ
ー
が
課
せ
ら
れ
ま
す
。 

・
早
期
健
全
化
基
準
を
超
え
る
と
・
・ 

「
早
期
健
全
化
団
体
」
と
な
り
、
財
政

健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
自
主
改
善
努
力

に
よ
り
、
財
政
の
早
期
健
全
化
に
取
り
組
ま

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

・
財
政
再
生
基
準
を
超
え
る
と
・
・ 

「
財
政
再
生
団
体
」
と
な
り
、
財
政
再

生
計
画
を
策
定
し
、
国
、
県
の
強
力
な
関

与
の
下
で
確
実
な
財
政
の
再
生
を
実
行
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

・
経
営
健
全
化
基
準
を
超
え
る
と
・
・ 

「
経
営
健
全
化
団
体
」
と
な
り
、
経
営

健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
公
営
企
業
の
経

営
健
全
化
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。 

   

平
成
19
年
度
決
算
に
基
づ
き
算
出
し
た

市
の
各
指
標
に
お
い
て
は
、
可
児
市
は
早
期

健
全
化
基
準
等
を
大
き
く
下
回
る
結
果
と

な
り
ま
し
た
。 

総
務
省
に
よ
る
と
、
全
国
の
市
区
町
村
で

は
、
実
質
赤
字
額
が
あ
る
の
は
23
団
体
、

連
結
実
質
赤
字
額
が
あ
る
の
は
71
団
体
、

実
質
公
債
費
比
率
の
平
均
値
は
約
12
％
、

将
来
負
担
比
率
の
平
均
値
は
約
１
１
０
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ら
の
数
値
か
ら
見
る
と
、
可
児
市
の

財
政
状
況
は
、
健
全
と
い
え
ま
す
。 

●
問
合
先
　
総
務
課 

各
指
標

各
指
標
の
基
準
基
準
に
つ
い
て 

各
指
標
の
基
準
に
つ
い
て 

可
児
市

可
児
市
や
全
国

や
全
国
の
状
況
状
況 

可
児
市
や
全
国
の
状
況 

実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

資
金
不
足
比
率

資
金
不
足
比
率 

資
金
不
足
比
率 

市の財政状況を公表します 

地
方
公
共
団
体
財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く 

平
成
　
年
度
財
政
指
標
に
つ
い
て 

１９ 
（1） 実質赤字比率 

市の一般会計等の赤字額の標準財政規模（※）に対する比率で、財政運営の深刻度を示します。 
（2） 連結実質赤字比率 

すべての会計を合算（連結）した市の赤字額の標準財政規模に対する比率で、財政運営の深刻度を示します。 
（3） 実質公債費比率 

借入金(地方債)の返済額とこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示します。 
（4） 将来負担比率 

市の借入金（地方債）や将来支払うことになる可能性のある負担等の残高を指標化したもので、将来財政を圧迫
する可能性が高いかどうかを示します。 

※標準財政規模・・・税収入額などに普通交付税を加算した額 
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